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　償却資産とは、個人または法人で工場や商店などの事業を行っている方が、その事業のために用いるこ
とができる建築物、機械、装置、工具、器具、備品など（土地、家屋を除く）のことです。該当する方
は、必ず申告してください。

　地面や、家屋の屋根に太陽光発電設備を設置した場
合、固定資産税の課税対象となります。

　小型特殊自動車は、地方税法及び川越町税条例によ
り、道路を走らなくても軽自動車税の申告が必要です。
申告の上、標識の交付を受けて、車輌に取り付けてくだ
さい。なお、小型特殊自動車に該当する場合、償却資産
の申告は不要です。

　給与所得者の町民税・県民税は、法令により事業主が
給与から特別徴収（給与天引）して、給与所得者に代わ
って市町村に納入することとなっています。パート・ア
ルバイト・期間付雇用の従業員を含むすべての従業員を
対象に原則、特別徴収を実施していただく必要がありま
す。
　今まで給与支払報告書の提出時に普通徴収を希望され
る場合がありましたが、平成26年度からは原則、特別徴
収を実施していただいております。ただし、次の場合に
限り普通徴収にできます。給与支払報告書の提出時に、
普通徴収への切替理由書を一緒に提出してください。

　農耕作業用自動車とそれ以外のものの２種類があります。

　最高速度が時速35㎞未満のもの。
　※大きさや排気量の制限はありません。
　例．農耕トラクタ、農業用薬剤散布車、
　　　刈取脱穀作業車、田植機　など

　車輌の長さ4.7ｍ以下、幅1.7ｍ以下、高さ2.8ｍ以下
のもので、かつ、最高速度が時速15ｋｍ以下のもの。
　例．ショベル・ローダ、ロード・ローラ、
　　　フォーク・リフト、ホイール・クレーン　など

　該当する設備に対して新たに課税することとなった年
度から３年度分の固定資産税に限り、該当設備の課税標
準となるべき価格を３分の２とします。
　※設備を取得した時期により、特例適用要件が異なります。

太陽光発電設備も償却資産の対象です

小型特殊自動車は軽自動車税の申告が必要です

●小型特殊自動車とは？

①農業作業用自動車

②それ以外のもの

●再生可能エネルギー発電設備に係る課税標準の特例

設置者

個　人
（住宅用）

個　人
（事業用）

法　人

10kw未満の設備(余剰売電)

10kw以上の設備(余剰売電、全量売電)

規模や余剰売電、全量売電を問わず

発電規模

課税対象外

課税対象

課税対象

税区分

固定資産税（償却資産）の申告をお願いします

固定資産評価審査委員会委員 町民税・県民税特別徴収徹底のお願い

申告が必要な方
・平成30年１月１日現在、町内で事業を営んでいる個人、法人。または町内では事業を営んでい
　ないが、事業用の償却資産を貸し付けている個人、法人。
・平成29年中に事業を廃止し、償却資産が滅失した個人、法人。
申告期限　１月24日㈬
申告方法
・昨年まで申告している方は、１年間の償却資産の増減を申告。
・新たに事業を始めた方、昨年電子申告をした方は、１月１日時点で所有する全償却資産を申告。

県内全市町から事業主の皆様へ税理士による無料税務相談

※受付番号の交付は午前９時から行います。
※申告書の作成には時間を要しますので、早めに案内を終了する場合があります。
※会場ではｅ-Ｔａｘによる申告相談も行っています。
※利用者識別番号、暗証番号がお分かりの場合は、番号の分かる書類をお持ちください。

【相談の対象となる人】
①前年分の所得金額(青色事業専従者給与額・青色申告特別控除前または事業専従者控除
　前）が300万円以下の人。
②消費税課税事業者である場合には、基準期間(平成27年分）の課税売上高が3,000万円
　以下で、かつ①に該当する人。
※譲渡所得、山林所得、贈与税の申告をされる人、また相談内容が複雑な人・申告書の作
　成に長時間を要する人は、税務署の確定申告会場（じばさん三重）をご利用ください。

パソコン・タブレット・スマートフォンから「スマート！確定申告」
作成コーナー

メリット１

申告会場に行く手間がかかりません！

メリット２

計算間違いの心配がありません！

メリット３

プリントサービスに対応！

作成した申告書等は、e-Taxを利用して送信できます。
また印刷して郵送等により提出することもできます。
確定申告期間中は24時間いつでも利用できます。

画面の案内に従って金額等を入力するだけで、
計算誤りのない申告書等が作成できます。

★マイナンバーに関するお知らせ

ご注意ください
　期間中は四日市税務署内に確定申告会場を設け
ません。また、駐車場はありませんので、公共交
通機関をご利用ください。

※e-Taxでの申告の場合は、本人確認書類は不要
　となります。

★医療費控除の申請方法が変更となりました

●作成コーナーの操作が分からない時は…
　e-Tax・作成コーナーヘルプデスク
　℡０５７０・０１・５９０１（ナビダイヤル）
　平日午前９時～午後５時（祝日、年末年始除く）
　※確定申告期間のみ平日午前９時～午後８時
　※ナビダイヤルが使用できない場合は、
　　℡０３・５６３８・５１７１

※医療費の領収書は自宅で５年間保存が必要です。
※平成29～31年分までの確定申告については、
　領収書の添付または提示によることもできます。

プリンタをお持ちでない方や、タブレット・スマー
トフォンをご利用の方も、コンビニ等のプリントサ
ービス（有料）を利用して、申告書等の印刷ができ
ます。

ご確認お願いします
　確定申告会場は、大変混雑し、長時間お待ちいただ
く場合があります。ぜひ、国税庁ホームページの「確
定申告書等作成コーナー」をご利用ください！
国税庁ホームページ：http://www.nta.go.jp

①平成24年５月29日～平成28年３月31日に取得した設備
　経済産業省による「再生可能エネルギーの固定価格買
取制度」の認定を受けた発電設備
②平成28年４月１日～平成30年3月31日に取得した設備
　一般社団法人環境共創イニシアチブによる「再生可能
エネルギー事業者支援事業費補助金」を受けている発電
設備（①の認定を受けていないものに限る。）
申請手続
　認定を受けたことを証する書類（通知書等）の提出

　寺本哲さん（再任　豊田一色）、内田嘉衛さん
（再任　高松）、笠田喜夫さん（再任　豊田）が、
町議会の同意を得て、固定資産評価審査委員会委員
に選任されました。
　任期は平成30年１月１日から平成32年12月31日
までの３年間です。

内田嘉衛さん寺本哲さん 笠田喜夫さん

税務課からのお知らせ

ａ．乙欄適用で他事業所で特別徴収されている
ｂ．給与が支給されていない月がある
ｃ．全従業員が事業専従者のみ
ｄ．５月末までに退職予定

【申告・問い合わせ先】税務課　℡３６６・７１１４

開設期間 相談時間 相談会場
２月２日㈮　
　　６日㈫～８日㈭

午前９時30分～午後４時
※正午～午後１時は閉場

あさけプラザ
(四日市市下之宮町296-１)

四日市税務署からのお知らせ
【問い合わせ先】四日市税務署
　　　　　　　　℡３５２・３１４１（代表）
※電話は自動音声により案内していますので、ダイヤル後「２」を選択

確定申告書等作成コーナーで自宅で申告書が作成できます！

検索

ご自宅で申告書作成が困難な方は

期間　２月16日㈮～３月15日㈭（土日除く）
　　　午前９時～午後５時（午後４時受付終了）
会場　じばさん三重６階（四日市市安島1-3-18）

　平成29年分の確定申告から、領収書の提出の
代わりに、医療費控除の明細書（国税庁様式）
の添付が必要となりました。

　申告手続きなどには、マイナンバーの記載と本人
確認書類の提示または写しの添付が必要です。

　昨年申告のあった方には申告用紙を郵送し
ておりますが、新たに申告する方や、申告用紙
が届かない方は税務課までご連絡ください。




